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News Release 
2014年10月1日 

株式会社日立公共システム 

 

伊那市（長野県）公式ホームページをリニューアル 

閲覧性・操作性の向上と災害時対策の強化を実現 

 

株式会社日立公共システム（本社：東京都江東区／取締役社長：建部 清美）は、伊那市（長野県）公式ホームペ

ージのリニューアルを実施し、2014年10月1日（水曜）より公開しました。 

リニューアルにおいては、ホームページのアクセシビリティ（障がい者や高齢者などへの配慮）に関するJIS規

格「ウェブアクセシビリティJIS（JIS X 8341-3:2010）」の等級AA（一部等級AAAの達成基準を含む）に準拠し、

自治体向けCMS（コンテンツマネジメントシステム）「4Uweb（フォーユーウェブ）／CMS」を、クラウドサービ

スで導入しました。 

 

 

 

伊那市は平成19年3月にホームページをリニューアルし、多くの市民に利用されてきました。しかし、情報の増

加に伴いサイト構成が複雑となり、利用者から「目的の情報にすぐにたどり着けない」といった声が寄せられて

いました。また、東日本大震災の発生以降重視されている災害時の情報発信や、ホームページの管理・運用にか

かる職員の負荷軽減なども課題となっていました。 

 

7年ぶりとなる今回のリニューアルでは、利用者の視点で情報構成やナビゲーションを見直しました。また、ホ

ームページ制作知識がなくてもウェブアクセシビリティに配慮したコンテンツを簡単に作成できる「4Uweb／CMS」

を導入しました。これにより、利用者だけでなく職員にとっても使いやすくわかりやすいホームページとなりま

した。すべての環境はデータセンターに構築しているため、大規模災害発生時のサーバーダウンを防ぐことがで

き、緊急情報の迅速かつ確実な発信も可能となりました。 

デザインにおいても、市の都市像「二つのアルプスに抱かれた自然共生都市」をコンセプトに刷新し、広めに間

取りしたブランディングエリアで、自然環境に恵まれた伊那市の壮大なスケールを表現しています。さらに、市

民と行政が一体となれる企画コンテンツや、伊那市への移住・定住を促進するための特別サイトも新設しました。

これにより、効果的なシティプロモーションが可能となり、市の魅力が伝わるホームページを実現しました。 

 

〒135-8633 東京都江東区東陽二丁目4番18号 電話：03-5632-1338 

事業推進部 広報担当 森崎／原 

伊那市（長野県）のホームページ PC版／スマートフォン版 
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■伊那市（長野県）公式ホームページリニューアルのポイント 

1.「ウェブアクセシビリティJIS」の等級AAに準拠 

2.知りたい情報を簡単に見つけられる情報構成 

3.大規模災害発生時のための専用サイトの新設 

4.中央・南アルプスの山々や澄んだ空気をイメージした配色とデザイン 

5.伊那市での暮らしの全体像を紹介する移住応援サイトの新設 

6.市民と行政が一体となれる企画コンテンツの新設 

 

■伊那市（長野県）公式ホームページ 

http://www.inacity.jp/ 

 

■4Uweb Webユニバーサルデザインソリューション 

老若男女を問わず、障がい者や外国人を含むさまざまな人にとって使いやすいホームページの構築を支援するソ

リューションです。コンサルティングからデザイン、制作、システム導入、公開後の運営まで一貫したサービス

を提供しており、全国の自治体、教育委員会、共済組合、その他民間団体などに多数の導入実績があります。 

http://www.hitachi-gp.co.jp/accessibility/ 

 

■自治体向けCMS「4Uweb／CMS」 

自治体全職員による組織的な広報活動をサポートするコンテンツマネジメントシステムです。ホームページの制作知識

がない職員でも、テンプレートに入力するだけでウェブアクセシビリティに配慮したページを容易に作成できるため、

緊急時でも迅速な情報公開が可能です。また、ナビゲーションの自動生成機能、機種依存文字や不適切な表示の自

動チェック機能なども充実しており、信頼・安心のおけるホームページを実現します。 

http://www.hitachi-gp.co.jp/4uweb_cms/ 

 

■株式会社日立公共システムについて 

会社名 株式会社日立公共システム 

資本金 3億円 

従業員数 1,180人（2014年4月現在） 

事業概要 1. 業務システム開発 

2. システム構築・運用サービス 

3. パッケージ・ソリューション事業 

対象分野 官公庁、自治体、大学、年金、公的医療保険、図書館、住宅、交通、その他 

URL http://www.hitachi-gp.co.jp/ 

 

■商標注記 

本リリースに記載されている会社名、製品名、サービス名は、各社の登録商標または商標です。 

 

■問い合わせ先 

株式会社日立公共システム 

事業推進部 広報担当 森崎／原 

〒135-8633 東京都江東区東陽二丁目4番18号 

TEL：03-5632-1338  E-mail： news-release@ml.hitachi-gp.co.jp 

 

このニュースリリース記載の情報は、発表日現在の情報です。 

予告なしに変更される可能性もありますので、あらかじめご了承ください。 

移住応援サイト「伊那に住む」 
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